
●航空法の一部を改正する法律案

　増加が続く航空需要とこれに伴う航空交通量の増大に対応して、空域の安全かつ
効率的な利用並びに航空機及びその航行の安全の一層の向上を図るため、航空交通
管理の実施、垂直管制間隔短縮のための一定の高さ以上の空域における有視界飛行
方式による飛行の禁止、航空機の設計検査制度の合理化等所要の措置を講ずる。

航空交通量の増大近年の空港容量の拡大 我が国の空域は既に飽和状態

・羽田空港の発着容量拡大
（Ｈ12・14年）
・成田空港暫定平行滑走路
（H14年供用開始）
・中部空港の開港　
（Ｈ17年2月17日）
・関西空港２期事業　
（Ｈ19年供用予定）
・羽田再拡張事業　　　　等
（Ｈ21年目標）
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旅客数合計

9,549万人

需要予測値

10,730万人

需要予測値

12,700万人

国内航空旅客数の推移
(年度)
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空域の安全かつ効率的な利用

新技術を活用した航行方式新技術を活用した航行方式

・一定高度以上での有視界飛行の禁止

航空交通容量の拡大
燃費削減等による運航効率の向上

航空交通のマネジメント航空交通のマネジメント

遅延の減少

航空交通容量の拡大

・空域使用状況や交通量等を全国一元的に管理し、

空域規制の見直し空域規制の見直し

・管制化されていない空港周辺等での

安全対策の強化

安全規制に係る民間事業者と国の関係の見直し

航空機設計検査の見直し航空機設計検査の見直し

検査制度の合理化

・設計検査の一部に民間能力活用

・国の検査の体制強化・新技術への重点化

事後監督規定の整備事後監督規定の整備

安全確保の担保

・業務改善命令、罰則等の整備

・企業の適正な業務遂行の確認

○その他、操縦士に対する英語能力証明制度の導入（国際標準対応）等所要の改正を行う。

航空交通の状況に応じて柔軟に飛行ルートを設定
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高精度の
機上装置必要
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・垂直間隔短縮方式等による航行に係る許可制度

他の航空機の飛行情報の入手義務
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航空交通のマネジメント

函館

美保

新潟

小松
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新千歳

羽田

航空交通のマネジメントにより、
○航空交通容量が拡大し、遅延が減少
○飛行距離短縮など運航効率の向上

福岡管制部において全国
の空域を一元的に管理し、
航空交通の状況に応じて
柔軟に飛行経路を設定

空域の使用状況と交通量を一元管理

例２　自衛隊が訓練空域
を使用していない場合、
民間機の飛行経路を設
定し、飛行距離を短縮

例１　空域が混雑して
いる場合、迂回経路
を設定し、地上や空
中での待機を回避

航空交通状況

＜効果＞

通常の経路

混雑空域

通常の経路

混雑空域

・・・混雑空域

名古屋
岡山

串本

焼津

自衛隊訓練試験空域

沖縄方面へ

仙台



現　行

交通量の多い空港
（管制圏）

全ての航空機が管制塔と交信し、
指示を受けながら飛行

管制塔との交信は任意　　　　　　　　　　　　　　　
（旅客機は通常交信）

航空法改正後

近年、地方・離島の空港でも交通量が増加
したため、航空交通情報圏を設定し、全て
の航空機に交信を義務付け、他の航空機
の位置を通知

地方・離島空港周辺空域の
航空交通の安全性の向上

空港周辺空域を飛行する航空機への情報提供による安全対策の強化

地方・離島の空港　
（管制圏なし）

地方・離島の空港　
（情報圏）

全ての航空機が管制塔と交信することにより、
他機の位置を把握して飛行

（改正後イメージ）



安全規制に係る民間事業者と国の関係の見直し

国産旅客機開発計画（平成15年度～）

従来の航空機開発

我が国の開発は、
小型プロペラ機・ヘリコプター
　　　　　　　　　　　　 中心

旅客機開発は

YS-11以来40年ぶり

新技術を採用

（燃費の大幅改善等）

・民間能力を活用
　　

国が認定した事業場（航空機メーカー等）が設計・
検査→国は検査を一部省略

　

航空機設計検査の見直し

官民合同の

開発プロジェクト

　・国が設計に係る全て
　 の検査を実施

事後監督規定の整備

業務停止・認定取消し処分
（罰則なし）

認定事業場

検査制度を合理化

安全確保のため
不正等を未然に防止

業務改善命令や
違反者への罰則の規定を

整備

認
定
事
業
場
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プロトタイプの設計・開発時の検査
（型式証明等）

国が全て検査

・国は新技術に重点化

プロトタイプの設計・開発時の検査
（型式証明等） 事業場が

一部実施可能

上記以外の分野については、
民間能力を活用済み

型式証明等を受けた航空機の検査
（製造後
　 の検査）

（定期検査）

（改造検査）

事業場が一部実施可能

事業場が一部実施可能

事業場が一部実施可能

見直し


